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Ⅰ 総 則 

 
１. 適用 

この電力需給約款（以下「約款」という）は、小売電気事業者である長崎地域電力株式会

社（以下「当社」という）が電力需要者（以下「お客さま」という）の需要に応じて電力を

供給する場合における電気料金その他の供給条件を定めるものです。 

 

２. 定義 

次の言葉は、本約款においてそれぞれ次の意味で使用いたします。 

（１）低圧 

標準電圧１００ボルトまたは２００ボルトをいいます。 

（２）電灯 

白熱電球、蛍光灯、ネオン管灯、水銀灯、LED 等の照明用電気機器（付属装置を含みま

す。）をいいます。 

（３）小型機器 

主として住宅、店舗、事務所等において単相で使用される、電灯以外の低圧の電気機器を

いいます。ただし、急激な電圧の変動等により他のお客さまの電灯の使用を妨害し、または

妨害するおそれがあり、電灯と併用できないものは除きます。 

（４）契約負荷設備 

契約上使用できる負荷設備をいいます。 

（５）契約主開閉器 

契約上設定されるしゃ断器であって、定格電流を上回る電流に対して電路をしゃ断し、お

客さまにおいて使用する最大電流を制限するものをいいます。 

（６）契約電流 

契約上使用できる最大電流（アンペア）をいい、交流単相２線式標準電圧１００ボルトに

換算した値といたします。 

（７）契約容量 

契約上使用できる最大容量（キロボルトアンペア）をいいます。 

（８）契約電力 

契約上使用できる最大電力（キロワット）をいいます。 

（９）再生可能エネルギー発電促進賦課金 

電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（以下「再生可能エネルギ

ー特別措置法」といいます。）第１６条第１項に定める賦課金をいいます。 

（10）貿易統計 

関税法に基づき公表される統計をいいます。 

（11）平均燃料価格算定期間 

貿易統計の輸入品の数量および価額の値に基づき平均燃料価格を算定する場合の期間と

し、毎年１月１日から３月３１日までの期間、２月１日から４月３０日までの期間、３月１日

から５月３１日までの期間、４月１日から６月３０日までの期間、５月１日から７月３１日

までの期間、６月１日から８月３１日までの期間、７月１日から９月３０日までの期間、８

月１日から１０月３１日までの期間、９月１日から１１月３０日までの期間、１０月１日か

ら１２月３１日までの期間、１１月１日から翌年の１月３１日までの期間または１２月１日

から翌年の２月２８日までの期間（翌年が閏年となる場合は、翌年の２月２９日までの期間
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といたします。）をいいます。 

（12）一般送配電事業者 

電気事業法第２条第１項第９号に定める一般送配電事業者をいいます。なお、九州では 

九州電力送配電株式会社がこれに該当します。 

（13）小売電気事業者 

電気事業法第２条第１項第３号に定める小売電気事業者をいいます。 

（14）託送供給等約款 

電気事業法第１８条に従い一般送配電事業者が定める託送供給等約款をいいます（変更が

あった場合には、変更後のものをいいます。）。 

（15）離島供給約款 

電気事業法第２１条に従い一般送配電事業者が定める離島供給約款をいいます（変更があ

った場合には、変更後のものをいいます。）。 

 

３. 単位および端数処理 
この約款及び契約申込書において、料金その他を計算する場合における単位及び端数処理の

方法については、以下のとおりとします。 

（１）電力の単位は、１キロワット（ｋＷ）とし、端数については、少数点以下第１位で四捨五入

するものとします。 

（２）電力量の単位は、１キロワット時（ｋＷｈ）とし、端数については少数点以下第１位で四捨

五入するものとします。 

（３）力率の単位は、１パーセントとし、端数については、小数点以下第１位で四捨五入するもの

とします。 

（４）料金その他の計算における合計金額の単位は、１円とし、端数については切り捨てるものと

します。 

 

４. 実施細目 

本約款に記載のない事項については、そのつどお客さまと当社との協議によって定めます。 
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Ⅱ 契約の申込み 

 
５. 需給契約の申込み 

  お客さまが電気の需給契約を希望される場合は、あらかじめ本約款を承認のうえ、当社所定の

様式によって申込みをしていただきます。 

  なお、本約款によって支払いを要することとなった料金その他の債務について、お客さまが

当社の定める期日を経過してなお支払われない場合等には、お客さまの氏名、住所、支払状況

等の情報を他の小売電気事業者へ通知することがあります。 

 

６. 需給契約の成立 

需給契約は、お客さまからの申込みを当社が承諾したときに成立いたします。 

 

７. 需要場所 

当社は、一般送配電事業者の決定に従い、需要場所を決定することがあります。 

なお、需要場所及び供給場所については、契約申込書に個別条件として記載するものとしま

す。 

 

８. 需給契約の単位 

当社は、技術上、経済上やむをえない場合等特別の事情がある場合を除き、１需要場所につ

いて１契約種別を適用して、１需給契約を結びます。 

 

９. 供給の開始 

（１）当社は、お客さまの需給契約の申込みを承諾したときには、必要に応じてお客さまと協議の

うえ供給開始日を定め、供給準備その他必要な手続きを経たのち（一般送配電事業者所定の手

続きが完了しない場合には、電気の供給は開始されません。）、すみやかに電気を供給いたし

ます。 

（２）当社は、天候、用地交渉、停電交渉等の事情によるやむをえない理由によって、あらかじめ

定めた供給開始日に電気を供給できないことが明らかになった場合には、その理由をお知らせ

し、あらためてお客さまと協議のうえ、供給開始日を定めて電気を供給いたします。 

 

 

１０. 承諾の限界および遵守事項 

（１）当社は、需給契約の申込みの全部または一部をお断りすることがあります。この場合は、そ

の理由をお知らせいたします。 

（２）お客さまは、本約款に基づき供給される電気を使用されるにあたり、以下に定める行為を行

ってはならないものとします。 

イ 他人の権利を侵害し、公序良俗もしくは法令に反し、または他人の利益を害する態様で電気

を使用すること。 

ロ お客さまが、需給契約の申込みその他の場合において、お客さまの氏名、住所等に関し事実

に反する申出を行うことまた他人になりすまして各種サービスを利用する等  当社のサービス

の運営を妨げる行為。 
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Ⅲ 契約種別および料金 
 

１１. 契約種別 
    契約種別は「ファミリープラン」、「ビジネスプラン」、「低圧電力」、「定額電灯」お

よび「従量電灯Ａ」といたします。ただし、「定額電灯」および「従量電灯Ａ」に関しまし

ては前３種別に付帯する場合のみ適用させていただきます。 

高圧に関しましては高圧約款をご参照ください。 

 

１２. ファミリープラン 
（１）適用範囲 

  電灯または小型機器を使用する需要で、イ、ロのいずれにも該当するものに適用いたしま

す。ただし、１需要場所において従量電灯とあわせて契約する場合で、お客さまが希望さ

れ、かつ、お客さまの電気の使用状態、当社の供給設備の状況等から当社が技術上又は経済

上低圧での電気の供給が適当と認めたときは、イに該当し、かつ、ロの契約電流又は契約容

量と契約電力との合計が５０キロワット以上であるものについても適用することがありま

す。この場合、当社は、お客さまの土地又は建物に変圧器等の供給設備を施設することがあ

ります。 

イ 契約電流が１０アンペア以上であり、かつ、６０アンペア以下であること 

ロ 1 需要場所において低圧電力とあわせて契約する場合は、契約電流と契約電力との合計

（この場合、１０アンペアを 1キロワットとみなします。）が５０キロワット未満であ

ること 

（２）供給電気方式、供給電圧および周波数 

    供給電気方式および供給電圧は、交流単相２線式標準電圧１００ボルトまたは交流単相３

線式標準電圧１００ボルトおよび２００ボルトとし、周波数は、標準周波数６０ヘルツとい

たします。ただし、供給電気方式および供給電圧については、技術上やむを得ない場合に

は、交流単相２線式標準電圧２００ボルトまたは交流３相３線式標準電圧２００ボルトとす

ることがあります。 

（３）契約電流 

   イ 契約電流は１０アンペア、１５アンペア、２０アンペア、３０アンペア、４０アンペ

ア、５０アンペアまたは６０アンペアのいずれかとし、お客さまの申出によって定めま

す。 

   ロ 一般送配電事業者は、契約電流に応じて必要とされる場合において、電流制限器その他

の適当な装置または電流を制限する計量器を取り付けることがございます。 

 

１３. ビジネスプラン 
（１） 適用範囲 

    電灯または小型機器を使用する需要で、イ、ロのいずれにも該当するものに適用いたしま

す。ただし、１需要場所において従量電灯とあわせて契約する場合で、お客さまが希望さ

れ、かつ、お客さまの電気の使用状態、当社の供給設備の状況等から当社が技術上又は経済

上低圧での電気の供給が適当と認めたときは、イに該当し、かつ、ロの契約電流又は契約容

量と契約電力との合計が５０キロワット以上であるものについても適用することがありま

す。この場合、当社は、お客さまの土地又は建物に変圧器等の供給設備を施設することがあ

ります。 

イ 契約容量が６キロボルトアンペア以上であり、かつ、原則として５０キロボルトアンペ

ア未満であること 

ロ 1 需要場所において低圧電力とあわせて契約する場合は、契約電流と契約電力との合計

（この場合、1キロボルトアンペアを 1キロワットとみなします。）が５０キロワッ

ト未満であること 
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（２）供給電気方式、供給電圧および周波数 

    供給電気方式および供給電圧は、交流単相３線式標準電圧１００ボルトおよび２００ボル

トとし、周波数は、標準周波数６０ヘルツといたします。ただし、供給電気方式および供給

電圧については、技術上やむを得ない場合には、交流単相２線式標準電圧１００ボルトもし

くは２００ボルトまたは交流３相３線式標準電圧２００ボルトとすることがあります。 

（３）契約容量 

    契約容量は、契約主開閉器の定格電流に基づき算定された値といたします。この場合、契

約主開閉器をあらかじめ設定していただきます。ただし、他の小売電気事業者から当社へ契

約を切り替える場合は、原則として、他の小売電気事業者との契約終了時点の契約容量の値

を引き継ぐものとします。なお、当社または一般送配電事業者は、契約主開閉器が制限でき

る電流を、必要に応じて確認いたします。 

 

１４. 低圧電力 
（１） 適用範囲 

動力を使用する需要で、イ、ロのいずれにも該当するものに適用いたします。ただし、１

需要場所において従量電灯とあわせて契約する場合で、お客さまが希望され、かつ、お客さ

まの電気の使用状態、当社の供給設備の状況等から当社が技術上又は経済上低圧での電気の

供給が適当と認めたときは、イに該当し、かつ、ロの契約電流又は契約容量と契約電力との

合計が５０キロワット以上であるものについても適用することがあります。この場合、当社

は、お客さまの土地又は建物に変圧器等の供給設備を施設することがあります。 

イ 契約電力が原則として５０キロワット未満であること 

ロ １需要場所において従量電灯とあわせて契約する場合は，契約電流（この場合，１０ア

ンペアを１キロワットとみなします。）または契約容量（この場合，１キロボルトアンペ

アを１キロワットとみなします。）と契約電力との合計が５０キロワット未満であること 

（２）供給電気方式、供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は、交流３相３線式標準電圧２００ボルトとし、周波数は、

標準周波数６０ヘルツといたします。ただし、供給電気方式および供給電圧については、技

術上やむをえない場合には、交流単相２線式標準電圧１００ボルトもしくは２００ボルトま

たは交流単相３線式標準電圧１００ボルトおよび２００ボルトとなることがあります。 

（３）契約容量 

契約容量の値は、当社との電気需給契約締結前の小売電気事業者が決定した契約容量に準

じるものといたします。ただし、前小売電気事業者が契約電力を定めていない場合には、お

客さまが電気工事店等に依頼することで得られる契約負荷設備の総容量の調査結果を示す書

面の提示によって契約電力を定めることができるものといたします。 

 （４）力率割引 

イ 力率は、需要場所ごとにその１月のうち毎日午前８時から午後１０時までの時間におけ

る平均力率（瞬間力率が進み力率となる場合には、その瞬間力率は１００パーセント）と

します。 

ロ 力率が、８５パーセントを上回る場合は、その上回る１パーセントにつき、基本料金を

１パーセント割引きし、８５パーセントを下回る場合は、その下回る１パーセントにつ

き、基本料金を１パーセント割増しするものとします。 

 

１５. 定額電灯 
（１）適用範囲 

電灯または小型機器を使用する需要で、その総容量（当社との電気需給契約締結前の小売

電気事業者が決定した容量に準じるものといたします。）が４００ボルトアンペア以下であ

るものに適用いたします。 

（２）供給電気方式、供給電圧および周波数供給電気方式および供給電圧は、交流単相２線式標
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準電圧１００ボルトまたは２００ボルトとし、周波数は、標準周波数６０ヘルツといたします。

ただし、供給電気方式および供給電圧については、お客さまに特別の事情がある場合には、交流

単相３線式標準電圧１００ボルトおよび２００ボルトとすることがあります。 

（３）契約負荷設備 

契約負荷設備をあらかじめ設定していただきます。 

 

１６. 従量電灯Ａ 
 （１）適用範囲 

電灯または小型機器を使用する需要で、次のいずれにも該当するものに適用いたします。 

イ 使用する最大電流（交流単相２線式標準電圧１００ボルトに換算した値といたしま

す。）が５アンペア以下であること 

ロ 定額電灯を適用できないこと 

（２）供給電気方式、供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は、交流単相２線式標準電圧１００ボルトもしくは２００ボ

ルトまたは交流単相３線式標準電圧１００ボルトおよび２００ボルトとし、周波数は、標準

周波数６０ヘルツといたします。 

（３）契約電流 

イ 契約電流は、５アンペアといたします。 

ロ 当社は、契約電流に応じて電流制限器その他の適当な装置（以下「電流制限器等」とい

います。）を取り付けさせていただきます。ただし、お客さまにおいて使用する最大電流

が制限される装置が取り付けられている場合等使用する最大電流が契約電流をこえるおそ

れがないと認められる場合には、当社は、電流制限器等を取り付けない場合がございま

す。 

 

１７. 料金 
（１） 料金は基本料金（従量電灯Ａにおいては最低料金とします。）、電力量料金および再生可

能エネルギー発電促進賦課金の算定合計金額に燃料調整費を加味したものといたします。

ただし、１月（２２項を参照ください。）においてまったく電気を使用しない場合の基本

料金（最低料金を除きます。）は力率調整割引を適用せずに半額といたします。 

 

（２）算定方法 

イ 基本料金（最低料金） 

   i ファミリープラン 

契約電流 基本料金（消費税等相当額含む） 

１０アンペア ３１９．００円 

１５アンペア ４７８．５０円 

２０アンペア ６３８．００円 

３０アンペア ９５７．００円 

４０アンペア １２７６．００円 

５０アンペア １５９５．００円 

６０アンペア １９１４．００円 

   ⅱ ビジネスプラン 

     １ｋＶＡにつき３０８．００円とします。 

   ⅲ 低圧電力 

     １ｋＷにつき１２１０．００円とします。 

ⅳ 従量電灯Ａ 

最低料金は１契約につき最初の１２ｋＷｈまで３３４．２６円とします。 
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ロ 電力量料金 

    i ファミリープラン 

電力量 １ｋＷｈあたりの単価（消費税等相当額

を含む） 

最初の１２０ｋＷｈまで ２２．２２円 

１２０ｋＷｈを超え３００ｋＷｈまで ２３．９８円 

３００ｋＷｈを超えるもの ２５．８５円 

ⅱ ビジネスプラン 

   １ｋＷｈにつき２３．７６円とします。 

ⅲ 低圧電力   

 １ｋＷｈあたりの単価（消費税相当額

を含む） 

夏季 １７．２７円 

その他季 １５．５８円 

 

ⅳ 従量電灯Ａ 

１２ｋＷｈを超える１ｋＷｈにつき１８．２８円とします。 

 

ハ 再生可能エネルギー発電促進賦課金 

    再生可能エネルギー発電促進賦課金単価（別表１をご参照ください）×使用電力量（ｋＷ

ｈ） 

  ニ 燃料調整費 

    燃料費調整単価（別表２をご参照ください）×使用電力量（ｋＷｈ） 

（３）定額電灯における料金 

    料金は需要家料金、電灯料金、小型機器料金および再生可能エネルギー発電促進賦課金の

算定合計金額に燃料調整費を加味したものといたします。需要家料金、電灯料金および小型

機器料金に関しましては、当社との電気需給契約締結前の小売電気事業者が定める算定料金

に準じるものとします。



- 8 - 

 

 

Ⅳ 料金の算定および支払い 

 
１８. 料金の適用開始の時期 

料金は、供給開始の日から適用いたします。 

 

１９. 検針 

検針は、お客さまごとに、原則として、各月ごとに一般送配電事業者が行ないます。 

 

２０. 料金の算定期間 

料金の算定期間は、当社が定める毎月の一定の日(以下、起算日といいます。)から次の月の起

算日の前日までの間といたします。ただし、電気の供給を開始した場合の算定期間は、開始日か

ら次の月の起算日の前日までの期間とし、需給契約が消滅した場合の料金の算定期間は、起算日

から消滅日の前日までの期間といたします。 

 

２１. 使用電力量の計量 

（１）当社は、一般送配電事業者による検針によって計量された使用電力量により、前項に規定する

算定期間における使用電力量を算定いたします。当社は、算定した使用電力量を原則として電磁

的な方法によりお客さまにお知らせいたします。ただし、お客さまが希望される場合で当社が認

めたときは、書面によりお知らせすることがあります。この場合、当社は、書面発行手数料とし

て、電気供給条件における重要事項として定める金額を、原則として、その月の料金と併せて申

し受けます。 

（２）計量器の故障等によって使用電力量を正しく計量できなかった場合には、料金の算定期間の使

用電力量は、別表３（使用電力量の基準）をもとに、お客さまと当社との協議によって定めます。 

 

２２. 料金の算定 

（１） 料金は、電気の供給を開始し、または需給契約が消滅した場合を除き、料金の算定期間を

「１月」として算定いたします。 

（２） 料金は、需給契約ごとに当該契約種別の料金を適用して算定いたします。 

（３）当社は算定した料金を原則として電磁的な方法によりお客さまにお知らせいたします。ただし、

お客さまが希望される場合で当社が認めたときは、書面によりお知らせすることがあります。こ

の場合、当社は、書面発行手数料として、電気供給条件における重要事項として定める金額を、

原則として、その月の料金と併せて申し受けます。 

 

２３. 日割計算 
（１）当社は、２０項に記載する料金の算定期間が１月に満たない場合には、基本料金を以下の

計算式を基に日割算定いたします（電力量料金、再生可能エネルギー発電促進賦課金および

燃料費調整額は日割による変更はありません）。 

基本料金 × 
日割対象日数

検針期間の日数
 

 

（２）（１）により日割計算をするときは、日割計算対象日数には開始日を含み、消滅日を除きま

す。 
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２４. 料金等の支払い 

（１）お客さまには２２項及び２３項で算定した料金の支払いについて、当社が定める期日までに、

当社が指定するサービス取扱所又は金融機関、クレジットカード等において支払っていただき

ます。 

（２）（１）において、料金は、原則として支払期日の到来する順序に従って支払っていただきま

す。 

（３）料金については、当社に特別の事情がある場合で、あらかじめお客さまの承諾を得たときに

は、（１）にかかわらず、当社の指定する支払期ごとに支払っていただくことがあります。 

（４）お客さまが、料金を当社が指定した金融機関等を通じて払い込みにより支払われる場合には、

当社が指定した様式によっていただきます。また、この場合、当社は、書面発行手数料として、

電気供給条件における重要事項として定める金額を、原則としてその月の料金と併せて申し受

けます。 

（５）お客さまが、料金を支払われ、かつ、支払いがなされたことを通知する書面を希望される場

合、当社は、書面発行手数料として電気供給条件における重要事項として定める金額を、原則

として当社が書面を発行した直後に支払い義務が発生する料金と併せて申し受けます。 

 

２５. 最低利用期間および解約違約金 

（１） 本契約には最低利用期間があります。最低利用期間は供給開始日から起算して１年間とい

たします。 

 

（２）（１）に定める最低利用期間内にお客さまのご事情により解約する場合（供給開始に至ら

ず申込みを撤回する場合を含む）、お客さまは当社に対し、以下の解約違約金に加え、当

社が電力需給契約の履行及び解約の為に要した設備費用及び工事費用等の実費を支払うこ

とにより、本契約を解約することができるものとします。 

 

          

解約違約金（税別） ２，０００ 円 

 

 

（３） 当社は、当社が別に定めるところにより、（２）に定める解約違約金の適用を除外し、また 

はその金額を減額して適用することがあります。 

 

２６. 延滞利息 

お客さまには、料金その他の債務（延滞利息および再生可能エネルギー発電促進賦課金を除き

ます。）について支払期日を経過してもなお支払いがない場合には、支払期日の翌日から支払い

の日の前日までの間の当社が定める日数について年１４．５％の割合（年当たりの割合は、閏年

の日を含む期間についても、３６５日当たりの割合といたします｡）で計算して得た額を延滞利息

として、当社が指定する期日までに支払っていただきます。 
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Ⅴ 使用および供給 

 
２７. 適正契約の保持 

当社は、お客さまとの需給契約が電気の使用状態に比べて不適当と認められる場合には、すみ

やかに契約を適正なものに変更させていただきます。 

 

２８. 電気の使用に伴うお客さまの協力 

（１）お客さまの電気の使用が、次の原因で他のお客さまの電気の使用を妨害し、もしくは妨害す

るおそれがある場合、または当社もしくは他の電気事業者の電気工作物に支障を及ぼし、もしく

は支障を及ぼすおそれがある場合（この場合の判定は、その原因となる現象が最も著しいと認

められる地点で行ないます。）には、お客さまの負担で、必要な調整装置または保護装置を需

要場所に施設していただくものとし、とくに必要がある場合には、供給設備を変更し、または

専用供給設備を施設して、これにより電気を使用していただきます。 

イ 負荷の特性によって各相間の負荷が著しく平衡を欠く場合 

ロ 負荷の特性によって電圧または周波数が著しく変動する場合 

ハ 負荷の特性によって波形に著しいひずみを生ずる場合 

ニ 著しい高周波または高調波を発生する場合 

ホ その他イ、ロ、ハまたはニに準ずる場合 

（２）お客さまが発電設備を一般送配電事業者の供給設備に電気的に接続して使用される場合は、

（１）に準ずるものといたします。また、この場合は、法令で定める技術基準（以下「技術基

準」といいます。）、その他の法令等に従い、一般送配電事業者の供給設備の状況等を勘案し

て技術上適当と認められる方法によって接続していただきます。 
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Ⅵ  保安 ,工事 ,工事費の負担  

 
２９. 調査に対するお客さまの協力 

一般送配電事業者は、法令で定めるところにより、お客さまの電気工作物が技術基準に適合して

いるかどうかを調査いたします。この場合、お客さまには、調査に対して次のとおり協力いただき

ます。 

（１）お客さまが電気工作物の変更の工事を行なわれた場合には、その工事が完成したとき、すみや

かにその旨を一般送配電事業者の登録調査機関に通知していただきます。 

（２）一般送配電事業者は、調査を行うにあたり、必要があるときは、お客さまの承諾を得て電気工

作物の配線を提示していただきます。 

 

３０. 保安に対するお客さまの協力 

一般送配電事業者は、需給地点に至るまでの供給設備および計量器等需要場所内の一般送配電事

業者の電気工作物について、保安の責任を負います。この場合、お客さまには、保安に対して次の

とおり協力いただきます。 

（１）次の場合には、お客さまからすみやかにその旨を一般送配電事業者に通知していただきます。

この場合には、一般送配電事業者は、ただちに適当な処置をいたします。 

イ お客さまが、引込線、計量器等その需要場所内の一般送配電事業者の電気工作物に異状もし

くは故障があり、または異状もしくは故障が生ずるおそれがあると認めた場合 

ロ お客さまが、お客さまの電気工作物に異常もしくは故障があり、または異常もしくは故障が

生ずるおそれがあり、それが一般送配電事業者の供給設備に影響を及ぼすおそれがあると認めた場

合 

（２）お客さまが一般送配電事業者の供給設備に直接影響を及ぼすような物件（発電設備を含みま

す。）の設置、変更または修繕工事をされる場合は、あらかじめその内容を一般送配電事業者に

通知していただきます。 

また、物件の設置、変更または修繕工事をされた後、その物件が一般送配電事業者の供給設備

に直接影響を及ぼすこととなった場合には、すみやかにその内容を一般送配電事業者に通知して

いただきます。これらの場合において、保安上特に必要があるときには、一般送配電事業者は、

お客さまにその内容の変更をしていただくことがあります。 

 

３１. 需要場所への立入りによる業務の実施 

当社または一般送配電事業者は、次の業務を実施するため、お客さまの承諾を得てお客さまの

土地または建物に立ち入らせていただくことがあります。この場合には、正当な理由がない限り、

立ち入ることおよび業務を実施することを承諾していただきます。なお、お客さまのお求めに応

じ、係員は、所定の証明書を提示いたします。 

（１）需給地点に至るまでの一般送配電事業者の供給設備または計量器等需要場所内の一般送配電

事業者の電気工作物の設計、施工（取付けおよび取外しを含みます。）、改修または検査 

（２）一般送配電事業者の電気工作物の保安の確認のために必要なお客さまの電気工作物の検査等

の業務（３０項をご参照ください） 

（３）不正な電気の使用を防止するために必要なお客さまの電気機器の試験、契約負荷設備、契約

主開閉器もしくはその他電気工作物の確認もしくは検査または電気の使用用途の確認 

（４）計量器の検針または計量値の確認 

（５）需要契約の廃止（４２項をご参照ください）または解約等（４４項をご参照ください）によ
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り必要な処置 

（６）その他本約款によって、需給契約の成立、変更もしくは終了等に必要な業務または当社また

は一般送配電事業者の電気工作物にかかわる保安の確認に必要な業務 

 

３２. 供給の中止または使用の制限もしくは中止 

（１）当社または一般送配電事業者は、次の場合には、供給時間中に電気の供給を中止し、またはお

客さまに電気の使用を制限し、もしくは中止していただくことがあります。 

イ 電気の需給上やむをえない場合 

ロ 一般送配電事業者の電気工作物に故障が生じ、または故障が生ずるおそれがある場       

   合 

ハ 一般送配電事業者の電気工作物の修繕、変更その他の工事上やむをえない場合 

ニ 非常変災の場合 

ホ その他保安上必要がある場合 

（２）（１）の場合には、当社または一般送配電事業者は、あらかじめその旨を広告その他によって

お客さまにお知らせいたします。ただし、緊急やむをえない場合は、この限りではありません。 

 

３３. 損害賠償の免責 

（１）前項により電気の供給を中止し、または電気の使用を制限し、もしくは中止した場合で、そ

れが当社の責めとならない理由によるものであるときには、当社は、お客さまの受けた損害に

ついて賠償の責めを負いません。 

（２）４４項によって需給契約を解約した場合もしくは需給契約が消滅した場合には、当社は、お客

さまの受けた損害について賠償の責めを負いません。 

（３）漏電その他の事故が生じた場合で、それが当社の責めとならない理由によるものであるとき

には、当社は、お客さまの受けた損害について賠償の責めを負いません。 

 

３４. 違約金 

（１）お客さまが不正な使用方法により（４４項(1)ニ(ﾆ)から(ﾍ)をご参照ください）料金の全部ま

たは一部の支払いを免れた場合には、当社は、違約金を請求することがあります。 

（２）（１）の免れた金額は、本約款に定められた供給条件にもとづいて算定された金額と、不正

な使用方法にもとづいて算定された金額との差額といたします。 

（３）不正に使用した期間が確認できない場合は、当社が決定した期間といたします。 

 

３５. 設備の賠償 

お客さまが故意または過失によって、その需要場所内の当社または一般送配電事業者の電気工

作物、電気機器その他の設備を損傷し、または亡失した場合は、その設備について次の金額を賠償

していただきます。 

（１）修理可能な場合 

修理費 

（２）亡失または修理不可能な場合  

帳簿価額と取替工費との合計額 
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３６. 供給設備等の施設 

（１）需給地点（電気の需給が行われる地点をいいます。）に至るまでの供給設備、引込口配線（需

給地点からお客さまの引込開閉器に至るまでの配線をいいます。）、計量器等の施設について

は、託送供給等約款に基づき、一般送配電事業者の責任で施設いたします。この場合、お客さま

には、託送供給等約款に基づき当該施設に協力していただくとともに、一般送配電事業者から当

社が当該施設に係る工事費等の支払いを求められる場合は、当社が負担した工事費等を、お客さ

まに負担して頂く場合があります。 

（２）付帯設備（お客さまの土地または建物に施設される供給設備を支持し、または収納する工作物

およびその供給設備の施設上必要なお客さまの設備をいいます。）は、原則として、お客さまの

所有とし、お客さまの負担で施設していただきます。この場合には、託送供給等約款に基づき一

般送配電事業者が付帯設備を無償で使用できるものといたします。 

（３）お客さまの希望によって引込線の位置変更工事や、計量器および計量に必要な付属装置等

の取付位置を変更する場合、託送供給等約款に基づき実費相当額をお客さまに負担して頂く

場合があります。 

 

３７. 工事費負担金 

お客さまが新たに電気を使用し、もしくは契約容量等を増加され、これにともない新たに供給設

備を施設する場合、または、新たな電気の使用もしくは契約容量等の増加をともなわないで、お客

さまの希望により供給設備を変更する場合で、当社が託送供給等約款に基づいて、一般送配電事業

者から工事費の負担を求められた場合は、当社はその実費を工事費負担金としてお客さまにご負担

して頂く場合があります。 

 

３８. 工事費負担金の申受けおよび精算 

前項により、当社がお客さまに工事費負担金の負担を求める場合は、工事費負担金を工事着手前

に請求する場合があります。なお、工事完成後に託送供給等約款に基づき精算する場合には、当社

はお客さまとすみやかに精算するものといたします。 

 

３９. 供給開始に至らないで需給契約を廃止または変更される場合の費用の申受け 
供給設備の一部または全部を施設した後、お客さまの都合によって供給開始に至らないで需給

契約を廃止または変更される場合は、当社は、託送供給等約款に基づいて一般送配電事業者から

請求された費用の実費をお客さまにご負担頂く場合があります。なお、実際に供給設備の工事を

行なわなかった場合であっても、測量監督等に費用を要したときは、その実費をご負担頂く場合

があります。 
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Ⅶ 契約の変更および終了 

 
４０. 需給契約の変更 

（１）お客さまが電気の需給契約の変更（お客さまの需給契約上の地位を新たなお客さまに承継する

場合を含みます。）を希望される場合は、本約款に別段の定めのある場合を除き、Ⅱ（契約の申

込み）に定める新たに電気の需給契約を希望される場合に準ずるものといたします。 

（２）（１）の場合、電気事業法その他の法令に基づくお客さまへの供給条件の説明を行う事項は、

需給契約の変更の内容（当該変更の内容が、法令の制定または改廃に伴い当然必要とされる形式

的な変更その他の需給契約の内容の実質的な変更を伴わない変更の場合には、変更の概要）のみ

といたします。 

また、当社は、当該説明の際（当該変更の内容が、法令の制定または改廃に伴い当然必要とさ

れる形式的な変更その他の需給契約の内容の実質的な変更を伴わない場合を除く。）、電気の需

給契約の変更内容を、電子メールの送信または電気通信回線を通じてお客さまの閲覧に供する方

法等によりお客さまにお知らせいたします。 

また、当社は、需給契約を変更した場合（当該変更の内容が、法令の制定または改廃に伴い当

然必要とされる形式的な変更その他の需給契約の内容の実質的な変更を伴わない場合を除

く。）、遅滞なく、需給契約の変更内容、電気の需給契約の成立日、供給地点特定番号ならびに

当社の名称および所在地を電子メールの送信または電気通信回線を通じてお客さまの閲覧に供す

る方法等によりお客さまにお知らせいたします。 

なお、需給契約の変更の内容が、法令の制定または改廃に伴い当然必要とされる形式的な変更

その他の需給契約の内容の実質的な変更を伴わない場合、当社は、お知らせその他の書面の交付

を省略することができるものといたします。 

 

４１. 名義の変更 

相続その他の原因によって、新たなお客さまが、それまで電気の供給を受けていたお客さまの

当社に対する電気の使用についてのすべての権利義務を受け継ぎ、引き続き電気の使用を希望さ

れる場合は、名義変更の手続きによることができます。この場合には、当社が文書による申出を

必要とするときを除き、口頭、電話等により申し出ていただきます。 

 

４２. 需給契約の廃止 

（１）お客さまが電気の使用を廃止しようとされる場合は、あらかじめその廃止期日を定めて、当社

に通知していただきます。 

当社は、原則として、お客さまから通知された廃止期日に需給を終了させるための適当な処

置を行ないます。 

（２）需給契約は、４４項および次の場合を除き、お客さまが当社に通知された廃止期日に消滅い

たします。 

イ 当社がお客さまの廃止通知を廃止期日の翌日以降に受けた場合は、通知を受けた日に需給契

約が消滅したものといたします。 

ロ 電話による廃止通知に関しては平日午前９時から午後５時の営業時間内にお願いいたしま

す。上記時間以後の場合は翌営業日扱いとさせていただきます。 
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ハ 当社の責めとならない理由（非常変災等の場合を除きます。）により需給を終了させるた

めの処置ができない場合は、需給契約は需給を終了させるための処置が可能となった日に消

滅するものといたします。 

 

 

４３. 供給開始後の需給契約の廃止または変更にともなう料金および工事費の精算 

（１）お客さまが、契約電流または契約容量を新たに設定し、または増加された日以降 1年に満た

ないで電気の使用を廃止しようとし、または契約容量もしくは契約電力を減少しようとされる

場合において、当社が託送供給等約款に基づき一般送配電事業者から料金の精算を求められた

場合は、その精算金をお客さまに支払っていただく場合があります。ただし、非常変災等やむ

をえない理由による場合はこの限りではありません。 

（２）お客さまが、電気の使用を開始され、その後、契約電流、契約容量の変更を行い、または需

給契約を終了される場合に、当社が託送供給等約款に基づき一般送配電事業者から工事費の精

算を求められた場合は、その精算金をお客さまに支払っていただく場合があります。ただし、

非変災等やむをえない理由による場合はこの限りではありません。 

 

４４. 解約等 

（１）当社は、お客さまが次のいずれかに該当する場合には、需給契約を解約することがありま

す。 

イ お客さまが、本約款で定める期日までに料金その他の債務を支払われない場合 

ロ お客さまが、本約款で定める他の需給契約（既に消滅しているものを含みます。）の料金

または当社の提供する他のサービスの利用料金等の当社に対する債務を当社の定める期日ま

でに支払われない場合 

ハ 本約款によって支払いを要することとなった料金以外の債務（延滞利息、違約金、工事費

負担金その他本約款から生ずる債務をいいます。）を支払われない場合 

ニ お客さまが次のいずれかに該当し、またはそのおそれがあると判明した場合 

(ｲ)お客さまの責めとなる理由により、保安上の危険が生じた場合 

(ﾛ)需要場所内の一般送配電事業者の電気工作物を故意に損傷し、または亡失して、 一般

送配電事業者に重大な損害を与えた場合 

(ﾊ)一般送配電事業者に無断で一般送配電事業者の供給設備とお客さまの電気設備との接

続を行われた場合 

(ﾆ)電気工作物の改変等によって不正に一般送配電事業者の電線路を使用、または電 

気を使用された場合 

(ﾎ)契約負荷設備以外の負荷設備によって電気を使用したにもかかわらず、契約変更に応

じられない場合 

(ﾍ)電灯または小型機器をご使用のお客さま向けの電気料金メニューを契約せずに、電灯

または小型機器を使用された場合 

(ﾄ)当社または一般送配電事業者の係員の立入りによる業務の実施（３１項をご参照くだ

さい）を正当な理由なく拒否された場合 

(ﾁ)本約款により必要となるお客さまの協力（２９項をご参照ください）を得られないこ

とによって必要となる措置を講じられない場合 

（２）お客さまがその他本約款に反した場合には、当社は、供給停止を経ずに需給契約を解約するこ

とがあります。 

（３）（１）および（２）の場合には、当社はあらかじめその旨をお客さまにお知らせいたしま
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す。 

（４）お客さまが、４２項に反し当社への通知をされないで、その需要場所から移転され、電気を

使用されていないことが明らかな場合には、当社が需給を終了させるための処置を行なった日

に需給契約は消滅するものといたします。 

（５）（１）から（４）にかかわらず、当社は解約日の２か月前までにお客さまに通知することに

より、需給契約を解約することができるものといたします。 

 

４５. 需給契約消滅後の債権債務関係 

需給契約期間中の料金その他の債権債務は、需給契約の消滅によっては消滅いたしません。 
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Ⅷ 約款の変更 
 

４６. 約款の変更 

（１）当社は、お客さまの一般の利益に適合する場合のほか、供給方法等の技術的な事項または

需給契約にかかる手続き・運用上の取扱いについて変更が必要な場合、または法令・条例・

規則等の制定または改廃により約款変更が必要な場合、その他当社が必要と判断した場合に

は、本約款を変更することがあります。約款の変更を行った場合には、契約期間満了前であ

っても、電気料金その他の供給条件は、変更後の約款によります。 

（２）約款の変更を行う場合、当社は、あらかじめお客さまに変更の内容（当該変更の内容が、

需給契約の内容の実質的な変更を伴わない変更の場合には、変更の概要）を説明いたしま

す。 

（３）（２）に基づく説明の際及び（１）に基づき需給契約を変更した場合（当該変更の内容

が、需給契約の内容の実質的な変更を伴わない変更の場合を除く。）、当社は、遅滞なく、

本約款の変更内容を、電子メールの送信または電気通信回線を通じてお客さまの閲覧に供す

る方法等によりお客さまにお知らせいたします。なお、需給契約の変更の内容が、需給契約

の内容の実質的な変更を伴わない場合、当社は、お知らせを省略することがあります。 
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附 則 

 
１ 本約款の実施期日 
本約款は、２０１６ 年３月２２日から実施した約款を改正したものであり、約款４６項に基づ

き、２０２６年４月１日より適用いたします。 
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別  表 
 

１ 再生可能エネルギー発電促進賦課金 
（１）再生可能エネルギー発電促進賦課金単価 

再生可能エネルギー発電促進賦課金単価は、再生可能エネルギー特別措置法第１６条第２項

に定める納付金単価に相当する金額とし、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に

関する特別措置法第十二条第二項の規定に基づき納付金単価を定める告示（以下「納付金単価

を定める告示」といいます。）および回避可能費用単価等を定める告示により定めます。 

（２）再生可能エネルギー発電促進賦課金単価の適用 

（１）に定める再生可能エネルギー発電促進賦課金単価は、当該再生可能エネルギー発電促

進賦課金単価に係る納付金単価を定める告示がなされた年の５月の起算日から翌年の５月の起

算日の前日までの期間に使用される電気に適用いたします。 

（３）再生可能エネルギー発電促進賦課金の算定 

イ  再生可能エネルギー発電促進賦課金は、その１月の使用電力量に(1)に定める再生可能エ

ネルギー発電促進賦課金単価を適用して算定いたします。なお、再生可能エネルギー発電促

進賦課金の計算における合計金額の単位は、１円とし、その端数は、切り捨てます。 

ロ お客さまの事業所が再生可能エネルギー特別措置法第１７条第１項の規定により認定を受

けた場合で、お客さまから当社にその旨を申し出ていただいたときの再生可能エネルギー発

電促進賦課金は、お客さまからの申出の直後の５月の起算日から翌年の５月の起算日（お客

さまの事業所が再生可能エネルギー特別措置法第１７条第５項または第６項の規定により認

定を取り消された場合は、その直後の起算日といたします。）の前日までの期間に当該事業

所で使用される電気に係る再生可能エネルギー発電促進賦課金は、イによって再生可能エネ

ルギー発電促進賦課金として算定された金額から、当該金額に再生可能エネルギー特別措置

法第１７条第３項に規定する政令で定める割合（電気事業者による再生可能エネルギー電気

の調達に関する特別措置法施行令に定める割合）を乗じて得た金額（以下「減免額」といい

ます。）を差し引いたものといたします。なお、減免額の単位は、１円とし、その端数は、

切り捨てます。 

 

２ 燃料費調整 
（１）燃料費調整額の算定 

 イ 平均燃料価格 

原油換算値１キロリットル当たりの平均燃料価格は、貿易統計の輸入品の数量および価額

の値にもとづき、次の算式によって算定された値といたします。なお、平均燃料価格は、１

００円単位とし、１００円未満の端数は、１０円の位で四捨五入いたします。 

平均燃料価格＝Ａ×α＋Ｂ×β＋Ｃ×γ 

Ａ＝各平均燃料価格算定期間における 1キロリットル当たりの平均原油価格 

Ｂ＝各平均燃料価格算定期間における 1トン当たりの平均液化天然ガス価格 

Ｃ＝各平均燃料価格算定期間における 1トン当たりの平均石炭価格 

α：0.0053 β：0.1861 γ：1.0757 

α、β、γは原油換算平均価格を算定するための換算係数（原油換算係数と熱量構成比

によって算定される一定の値） 

なお、各平均燃料価格算定期間における１キロリットル当たりの平均原油価格、１トン

当たりの平均液化天然ガス価格および１トン当たりの平均石炭価格の単位は、1 円とし、

その端数は、小数点以下第 1位で四捨五入いたします。 

ロ 燃料費調整単価 

燃料費調整単価は、契約種別ごとに次の算式によって算定された値といたします。なお、

燃料費調整単価の単位は、１銭とし、その端数は、小数点以下第１位で四捨五入いたします。 

（イ）１キロリットル当たりの平均燃料価格が基準燃料価格を下回る場合 
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燃料費調整単価  ＝（27,400－平均燃料価格）× 
基準単価

ଵ଴଴଴
 － 特別措置の燃料費調整単価 

（ロ）１キロリットル当たりの平均燃料価格が基準燃料価格を上回る場合 

燃料費調整単価 ＝（平均燃料価格－27,400）× 
基準単価

ଵ଴଴଴
 － 特別措置の燃料費調整単価 

 基準単価とは平均燃料価格が１キロリットル当たり１，０００円変動した場合の電気料 

金単価への影響額のことで、本契約の場合、０．１３６円／ｋＷｈ（消費税等相当額を含

みます）となります。 

ハ 燃料費調整単価の適用 

各平均燃料価格算定期間の平均燃料価格によって算定された燃料費調整単価は、その平均

燃料価格算定期間に対応する燃料費調整単価適用期間に使用される電気に適用いたします。 

（イ）各平均燃料価格算定期間に対応する燃料費調整単価適用期間は、次のとおりといたし

ます。 

平均燃料価格算定期間 燃料費調整単価適用期間 

毎年１月１日から３月３１日ま

での期間 

その年の５月の検針日から６月の検針日の前

日までの期間 

毎年２月１日から４月３０日ま

での期間 

その年の６月の検針日から７月の検針日の前

日までの期間 

毎年３月１日から５月３１日ま

での期間 

その年の７月の検針日から８月の検針日の前

日までの期間 
毎年４月１日から６月３０日ま

での期間 

その年の８月の検針日から９月の検針日の前

日までの期間 

毎年５月１日から７月３１日ま

での期間 

その年の９月の検針日から 10 月の検針日の

前日までの期間 

毎年６月１日から８月３１日ま

での期間 

その年の 10 月の検針日から 11 月の検針日の

前日までの期間 

毎年７月１日から９月３０日ま

での期間 

その年の 11 月の検針日から 12 月の検針日の

前日までの期間 

毎年８月１日から１０月３１日

までの期間 

その年の 12 月の検針日から翌年の１月の検

針日の前日までの期間 

毎年９月１日から１１月３０日

までの期間 

翌年の１月の検針日から２月の検針日の前日

までの期間 

毎年１０月１日から１２月３１

日までの期間 

翌年の２月の検針日から３月の検針日の前日

までの期間 

毎年１１月１日から翌年の１月

３１日までの期間 

翌年の３月の検針日から４月の検針日の前日

までの期間 
毎年１２月１日から翌年の２月

２８日までの期間（翌年が閏年

となる場合は，翌年の２月２９

日までの期 間） 

 

翌年の４月の検針日から５月の検針日の前日

までの期間 

ニ 燃料費調整額 

燃料費調整額は、その１月の使用電力量にロによって算定された燃料費調整単価を適用し

て算定いたします。なお、燃料費調整額に上限はございません。 

 

３ 使用電力量の基準 
使用電力量を協議によって定める場合の基準は、原則として次によります。 

 （１）過去の使用電力量による場合次のいずれかによって算定いたします。ただし、基準の対
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象となる期間または過去の使用電力量が計量された料金の算定期間に契約電流、契約容量ま

たは契約電力の変更があった場合は、料金の計算上区分すべき期間の日数にそれぞれの契約

電流、契約容量または契約電力を乗じた値の比率を勘案して算定いたします。 

イ 前月または前年同月の使用電力量による場合 

  
前月または前年同月の電力使用量

前月または前年同月の実日数
 × 基準の対象となる期間の日数 

ロ 前３月間の使用電力量による場合 

   
前３ヶ月間の使用電力量

前３ヶ月間の実日数
 × 基準の対象となる期間の日数 

 （２） 使用された負荷設備の容量と使用時間による場合 

使用された負荷設備の容量（入力）にそれぞれの使用時間を乗じてえた値を合計した値とい

たします。 

（３）取替後の計量器によって計量された期間の日数が１０日以上である場合で、取替後の計

量器によって計量された使用電力量によるとき。 

   
取替後の計量器によって計量された使用電力量

取替後の計量器によって計量された期間の日数
 × 基準の対象となる期間の日数 

 （４） 参考のために取り付けた計量器の計量による場合 

参考のために取り付けた計量器によって計量された使用電力量といたします。 

（５） 公差をこえる誤差により修正する場合 

  
計量電力量

ଵ଴଴％ା（±誤差率）
 

なお、公差をこえる誤差の発生時期が確認できない場合は、次に掲げる月以降の使用電力量を

対象として協定いたします。 

イ  お客さまの申出により測定したときは、申出の日の属する月   

ロ  当社が発見して測定したときは、発見の日の属する月 

 

 


